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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社は、サッポログループの「経営理念」、「経営の基本方針」及び「運営基本原則」を以下のとおり定め、これを具現化し、グループ全体の持続
的な企業価値向上を図っていくために、グループのコーポレートガバナンスの強化充実を経営上の重要な課題として位置付け、持株会社体制の
下でグループ内における監督機能、業務執行機能及び監査機能を明確化し、経営における透明性の向上と経営目標の達成に向けた経営監視機
能の強化に努めております。

（１）経営理念

　潤いを創造し豊かさに貢献する

（２）経営の基本方針

　サッポログループは、ステークホルダーの信頼を高める誠実な企業活動を実践し、持続的な企業価値の向上を目指します

（３）運営基本原則

　サッポログループは、純粋持株会社体制の下、次のとおりグループ運営基本原則を定め、各事業部門の自主性を維持しつつ、サッポログルー　
プの全体最適とシナジーの創出を追求し、企業価値の最大化を目指す。

１）グループ全体最適の原則

　グループ企業は、サッポログループの価値最大化及び全体最適を前提として、それぞれの事業活動に注力し、ひいては、グループ連結業績向
上に貢献する。

２）自主独立の原則

　グループ企業は、設立の主旨及びサッポロホールディングス社経営方針に基づくそれぞれのミッションの実現に向けて、経営基盤の強化を図る
と共に、その自立を目指す。

　サッポロホールディングス社は、グループ企業社長に当該企業経営に必要な執行権限を委ね、グループ企業社長は、その経営責任を負う。併
せて、サッポロホールディングス社はグループ企業の成長・発展のために必要な支援・助言を行う。

３）相互協力の原則

　サッポロホールディングス社ならびにグループ企業は経済合理性を考慮しつつ、資材・製品・サービス等の調達を始めとする事業の推進に相互
に協力するとともに、グループとしてのシナジー効果実現に努める。

　なお、当社は、コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方、運営方針等を定めた「コーポレートガバナンスに関する基本方針」を制定し、当
社ホームページにて開示しておりますので、ご参照ください。

http://www.sapporoholdings.jp/ir/management/pdf/basic_governance_approach.pdf

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

　当社は、コーポレートガバナンス・コードの各原則について、すべてを実施しております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則1-4．政策保有株式】

「株式の政策保有に関する方針」

　当社は、酒類、食品飲料、不動産等、お客様の生活に密着した事業を展開しており、事業戦略上、開発から調達・製造・物流・販売に至るサプラ
イチェーンにおいて、様々な企業との協力関係が必要であるとの考えに基づき、係る協力関係の在り方を総合的に勘案した上で、中長期的な企業
価値向上に資すると判断される場合には、政策保有株式を保有することがあります。政策保有株式については、毎年定期的に取締役会におい
て、政策保有方針に沿って適切な保有・運用がなされているかを検証いたします。検証の結果、政策保有方針に合致しない政策保有株式につい
ては縮減を図ります。

「政策保有株式に係る検証の内容」

　2019年度においては、政策保有株式について保有目的、リスク、リターン及び資本効率等の観点から政策保有方針に沿って適切な保有・運用
がなされているかを検証いたしました。検証の結果、政策保有株式の一部を売却することといたしました。

「政策保有株式に係る議決権の行使」

　当社は、政策保有株式に係る議決権の行使に当たり、当社の保有方針及び投資先の株主共同の利益に鑑み、中長期的な視点から総合的に賛
否を判断いたします。議案の内容等については、必要に応じて投資先と対話を行います。

　なお、本項目については、前記「コーポレートガバナンスに関する基本方針」の「5．株式の政策保有及び政策保有株式に係る議決権行使に関す
る基本方針」に規定しておりますので、あわせてご参照ください。



【原則1-7．関連当事者間の取引】

　当社は、取締役会規程の定めに基づき、取締役との間で、競業取引、自己取引及び利益相反取引を行う必要がある場合は、あらかじめ取締役
会で承認を得なければならないものとしております。

　主要株主等との取引については、別途社内規程を定め、役員・従業員に対して周知徹底を図っております。

　なお、本項目については、前記「コーポレートガバナンスに関する基本方針」の「7．関連当事者間の取引」に規定しておりますので、あわせてご
参照ください。

【原則2-6．企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

　当社が設ける企業年金基金の運営については、前記「コーポレートガバナンスに関する基本方針」の「11．企業年金基金の運営」に規定しており
ますので、ご参照ください。

【原則3-1．情報開示の充実】

（ⅰ）当社の「経営理念」及び「経営の基本方針」は以下のとおりです。

１）経営理念

　潤いを創造し豊かさに貢献する

２）経営の基本方針

　サッポログループは、ステークホルダーの信頼を高める誠実な企業活動を実践し、持続的な企業価値の向上を目指します

　また、2017年～2026年までのサッポログループ長期経営ビジョン「SPEED150」及び2017年～2020年までの「第一次中期経営計画2020」の詳細に
ついては、当社ホームページに開示しておりますのでご参照ください。

http://www.sapporoholdings.jp/company/management/index.html

（ⅱ）コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方については、本報告書の「Ⅰ．1．基本的な考え方」及び前記「コーポレートガバナンスに関す
る基本方針」の「1．コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方」に規定しておりますので、あわせてご参照ください。

（ⅲ）当社は、取締役会の諮問機関として「報酬委員会」を設置しております。取締役の報酬決定の方針と手続きについては、前記「コーポレートガ
バナンスに関する基本方針」の「13（5）①報酬委員会」に規定しておりますので、ご参照ください。

（ⅳ）当社は、取締役会の諮問機関として「指名委員会」を設置しております。経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補者の指名を行うに当たっ
ての方針と手続きについては、前記「コーポレートガバナンスに関する基本方針」の「13（5）②指名委員会」に規定しておりますので、ご参照くださ
い。

（ⅴ）取締役及び監査役の個々の選任・指名理由については、「定時株主総会招集ご通知」にて開示しております。また、経営陣幹部の解任が生
じた場合は、適時・適切な方法により解任理由を開示することといたします。

　なお、第93回から第95回「定時株主総会招集ご通知」については、当社ホームページに開示しておりますのでご参照ください。

http://www.sapporoholdings.jp/ir/event/meeting.html

【補充原則4-1①．経営陣に対する委任の範囲】

　当社は、法令又は定款で定められた事項のほか、経営方針や経営計画、事業会社の業務執行に関する重要事項等、取締役会自身が判断・決
定すべき事項を「取締役会規程」に定めております。その他の社内規程とあわせ、経営陣に委任する範囲を明確化しており、経営陣は、経営会
議・グループ経営戦略会議等の諮問機関を通じて、その決裁権限の範囲内において、機動的な意思決定を行っております。

【原則4-9．独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

　当社の社外役員の独立性基準については、本報告書の「Ⅱ．1．【独立役員関係】その他独立役員に関する事項」及び前記「コーポレートガバナ
ンスに関する基本方針」の「別紙１　社外役員の独立性基準」に規定しておりますので、あわせてご参照ください。

【補充原則4-11①．取締役会全体としての知識・経験・能力のバランス、多様性及び規模に関する考え方】

　当社取締役会の全体の構成については、前記「コーポレートガバナンスに関する基本方針」の「13（5）②指名委員会」に規定しておりますので、
ご参照ください。

【補充原則4-11②．取締役・監査役の他の上場会社の役員兼任状況】

　当社は、「定時株主総会招集ご通知」に記載する事業報告及び株主総会参考書類において、各取締役・監査役の重要な兼任状況を開示してお
ります。詳細については当社ホームページをご参照ください。なお、いずれの兼任についても、当該取締役・監査役がその役割・責務を適切に果た
すために必要となる時間・労力等を踏まえて、合理的な範囲に留まっていると判断しております。

http://www.sapporoholdings.jp/stockholder/pdf/mtg95_01.pdf

【補充原則4-11③．取締役会の実効性評価】

　当社は、前記「コーポレートガバナンスに関する基本方針」の「１３（６）取締役会の評価」に規定しております通り、毎年、各取締役の自己評価に
基づき、取締役会の実効性について分析・評価を行い、その結果の概要を開示いたします。

（１）２０１８年度取締役会実効性評価結果を受けた２０１９年度の取り組み

　２０１８年度評価においては取締役会の役割・責務（中期経営計画における建設的な議論、進捗管理）の項目について、継続した課題として認識
されました。

　この結果を受けて、２０１９年度においては中期経営計画の見直しや機関設計変更等の検討のタイミングに併せ、オフサイトミーティングを充実さ
せることで議論の論点を明確にし、その建設性を高めるよう努めました。また四半期ごとの各事業会社報告をコンパクト化し、単に実績を確認する
に留めず、今後の課題や施策に力点を置く形での進行を心掛けました。

（２）２０１９年度の取締役会の実効性評価結果

　２０１９年度の取締役会の実効性評価については、２０１８年度に引き続き、すべての取締役に対し、匿名記入のアンケート調査を実施いたしまし
た。かかるアンケートの結果を踏まえ、２０２０年１月開催の取締役会において、現状把握・課題認識について議論を行いました。

　その結果、取締役会の構成、運営、役割・責務について、全体として取締役会の実効性は確保されているものと判断いたしました。その一方、社
外役員に対する情報提供や中長期にわたる経営構想や中期経営計画の実行に際し、より一層の議論の深化、継続的な進捗状況の確認の必要
性があることをあらためて認識、共有いたしました。

　当社では、認識された課題の解決及び適切な手法による継続的な評価を実施することにより、取締役会のさらなる実効性向上に努めてまいりま



す。

【補充原則4-14②．取締役・監査役に対するトレーニングの方針】

　当社は、取締役及び監査役に対して、その役割・責務に係る理解を深め、その職責を十分に果たすことができるよう、以下のトレーニングを実施
しております。

（１）新たに取締役及び監査役に就任する者に対しては、会社法を始めとする必要な法令及びコーポレートガバナンスに関する研修を行う。

（２）取締役及び監査役就任後も、法改正や経営課題等に関する社内外の多様な研修プログラムを設ける。

（３）新たに独立社外取締役及び独立社外監査役に就任する者に対しては、当社グループの概要、経営戦略、財務状態その他の重要な事項につ
いて必要な説明を行う他、当社グループについての理解を深めることを目的として、グループ会社の工場や研究拠点等を視察する機会を設ける。

　なお、本項目については、前記「コーポレートガバナンスに関する基本方針」の「13（8）取締役に対するトレーニング方針、14（5）監査役に対するト
レーニング方針」に規定しておりますので、あわせてご参照ください。

【原則5-1．株主との建設的な対話に関する方針】

　株主との建設的な対話に関する方針については、前記「コーポレートガバナンスに関する基本方針」の「16．株主との対話」に規定しておりますの
で、ご参照ください。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%以上20%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 5,944,100 7.62

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 3,337,900 4.28

資産管理サービス信託銀行株式会社 退職給付信託 みずほ信託銀行口 2,442,400 3.13

日本生命保険相互会社 2,237,364 2.87

明治安田生命保険相互会社 2,236,800 2.87

農林中央金庫 1,875,115 2.40

丸紅株式会社 1,649,266 2.11

みずほ信託銀行株式会社 退職給付信託 みずほ銀行口 再信託受託者

資産管理サービス信託銀行株式会社
1,594,000 2.04

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口5） 1,438,400 1.84

大成建設株式会社 1,400,000 1.79

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

上記の大株主の状況に関する注記　　※上記大株主の状況は、2018年12月31日時点のものです。

１．資産管理サービス信託銀行株式会社 退職給付信託 みずほ信託銀行口の持株数2,442千株は、みずほ信託銀行株式会社が同行に委託した

退職給付信託の信託財産であり、その議決権はみずほ信託銀行株式会社が留保しております。みずほ信託銀行株式会社は上記以外に、832千
株保有しております。

２．みずほ信託銀行株式会社 退職給付信託 みずほ銀行口 再信託受託者 資産管理サービス信託銀行株式会社の持株数1,594千株は株式会社

みずほ銀行が同行に委託した退職給付信託の信託財産であり、その議決権は株式会社みずほ銀行が留保しております。

３．2018年8月6日付で公衆の縦覧に供されている大量保有（変更）報告書において、株式会社みずほ銀行他4名の共同保有者が2018年7月30日
現在で以下の株式を所有している記載がされているものの、当社として当事業年度末における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大
株主の状況には含めておりません。

　なお、その大量保有（変更）報告書の内容は次のとおりであります。

【氏名又は名称／住所／所有株式数（千株）／発行済株式総数に対する所有株式数の割合（%）】

株式会社みずほ銀行他4名／東京都千代田区大手町一丁目5番5号／10,693／12.97

４．2019年1月8日付で公衆の縦覧に供されている大量保有（変更）報告書において、野村證券株式会社他1名の共同保有者が2018年12月31日現
在で以下の株式を所有している記載がされているものの、当社として当事業年度末における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株
主の状況には含めておりません。

　なお、その大量保有（変更）報告書の内容は次のとおりであります。

【氏名又は名称／住所／所有株式数（千株）／発行済株式総数に対する所有株式数の割合（%）】

野村證券株式会社他1名／東京都中央区日本橋一丁目9番1号／4,529／5.72

５．2019年1月10日付で公衆の縦覧に供されている大量保有（変更）報告書において、株式会社三菱UFJフィナンシャル・グループ他3名の共同保
有者が2018年12月31日現在で以下の株式を所有している記載がされているものの、当社として当事業年度末における実質所有株式数の確認が
できませんので、上記大株主の状況には含めておりません。



　なお、その大量保有（変更）報告書の内容は次のとおりであります。

【氏名又は名称／住所／所有株式数（千株）／発行済株式総数に対する所有株式数の割合（%）】

株式会社三菱UFJフィナンシャル・グループ他3名／東京都千代田区丸の内二丁目7番1号／3,223／4.09

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部、札幌 既存市場

決算期 12 月

業種 食料品

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 50社以上100社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

　該当事項はありません。



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 10 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 会長（社長を兼任している場合を除く）

取締役の人数 9 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

鵜澤　静 他の会社の出身者

マッケンジー・クラグストン その他 ○

福田　修二 他の会社の出身者 ○

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

鵜澤　静 ○ －

鵜澤静氏は、持株会社の社長としての豊富な
経験・実績・見識を有し、また、財務・経営管理
におけるこれまでの経験に基づき、業務執行を
行う経営陣から独立した客観的立場で、当社
取締役会において的確な提言・助言をいただ
いており、グループ経営体制の強化など当社
のコーポレートガバナンスに資するところは大
きいと判断し、社外取締役として選任しておりま
す。

なお、適用のある金融商品取引所が定める独
立性基準及び当社が定める「社外役員の独立
性基準」に照らし、同氏と株主との間で利益相
反となるおそれはないと判断し、独立役員とし
て指定しております。



マッケンジー・クラグストン ○

マッケンジー・クラグストン氏は、2016年9
月に当社顧問に就任し、当社経営は同氏
からアドバイスを受けておりました。顧問と
しての報酬は同氏の有する経験・見識に
基づく当社の経営への助言に対する対価
として支払われたもので、年間の報酬額
は500万円以下であります。なお、同氏
は、2018年3月に当社社外取締役選任に
伴い当社顧問を退任しております。

マッケンジー・クラグストン氏は、直接会社の経
営に関与された経験はありませんが、当社が
事業展開を進める北米・東南アジアの外交・貿
易の分野で高い見識を有しております。その豊
富な経験・実績・見識から、業務執行を行う経
営陣から独立した客観的立場で、当社取締役
会において的確な提言・助言をいただいてお
り、グローバル展開を推進する当社のコーポ
レートガバナンスに資するところは大きいと判
断し、社外取締役として選任しております。

なお、適用のある金融商品取引所が定める独
立性基準及び当社が定める「社外役員の独立
性基準」に照らし、同氏と株主との間で利益相
反となるおそれはないと判断し、独立役員とし
て指定しております。

福田　修二 ○

福田修二氏は、2018年3月まで太平洋セメ
ント株式会社の業務執行に携わっており
ました。現在、当社子会社との間で同社と
の取引がありますが、直近の事業年度に
おける当社の連結売上収益及び同社の
連結売上高それぞれに対する当該取引
金額の割合はいずれも0.1％未満でありま
す。

福田修二氏は、事業法人の社長としての豊富
な経験・実績・見識を有し、また、財務・人事・経
営全般におけるこれまでの経験に基づき、業務
執行を行う経営陣から独立した客観的立場で、
当社取締役会において的確な提言・助言をい
ただくことにより、グループ経営体制の強化な
ど当社のコーポレートガバナンスに資するとこ
ろは大きいと判断し、社外取締役として選任し
ております。

なお、適用のある金融商品取引所が定める独
立性基準及び当社が定める「社外役員の独立
性基準」に照らし、同氏と株主との間で利益相
反となるおそれはないと判断し、独立役員とし
て指定しております。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員
（名）

社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

社外有識者
（名）

その他（名）
委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名委員会 5 0 1 3 0 1
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

報酬委員会 4 0 1 3 0 0
社外取
締役

補足説明

　当社は、監査役会設置会社ですが、取締役の人事・処遇に係る運営の透明性を高め、経営機構の健全性を維持する目的から、取締役会の諮
問機関として、指名委員会と報酬委員会を設置しております。両委員会のメンバーは、取締役社長（グループ執行役員から社長を選定していると
きは、取締役会長）及び独立社外取締役全員（3名）の計4名（指名委員会における監査役候補者の推薦に際しては、常勤監査役をメンバーに加え
る。）で構成し、委員長は独立社外取締役より選出することとしております。

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 4 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　監査役は、会計監査人から監査計画説明及び会計監査結果報告を受けるほか、必要に応じて会合をもち、会計監査の状況や会計上の課題等
について情報交換を行っております。また、内部監査部門である監査部とは、定期的に会合をもち、内部監査の結果や内部統制の状況等につい
て意見交換を行っております。また、監査部の内部監査報告書は、監査役が閲覧し情報を共有しております。

　会計監査人は、監査部の内部監査報告書を必要に応じて閲覧しております。



社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

杉江和男 他の会社の出身者 △

飯塚孝徳 弁護士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

杉江和男 ○

杉江和男氏は、2015年3月までＤＩＣ株式
会社の業務執行に携わっておりました。現
在、当社子会社との間で、同社製品の取
引がありますが、直近の事業年度におけ
る当社の連結売上収益及び同社の連結
売上高それぞれに対する当該取引金額
の割合はいずれも0.1％未満であります。

杉江和男氏は、事業法人の社長として、豊富な
経験、幅広い知識・情報などに基づく高い見識
を有しており、客観的かつ中立的な立場で取締
役の職務の執行を監査できると判断し、社外監
査役として選任しております。

なお、適用のある金融商品取引所が定める独
立性基準及び当社が定める「社外役員の独立
性基準」に照らし、同氏と株主との間で利益相
反となるおそれはないと判断し、独立役員とし
て指定しております。

飯塚孝徳 ○ －

飯塚孝徳氏は、直接会社の経営に関与された
経験はありませんが、８年間にわたり株式会社
企業再生支援機構（現株式会社地域経済活性
化支援機構）にて地域経済活性化、事業再生
支援に従事し、企業法務分野に精通した弁護
士としての豊富な知識と経験によって、客観的
かつ公正な立場で取締役の職務の執行を監査
できると判断し、社外監査役として選任しており
ます。

なお、適用のある金融商品取引所が定める独
立性基準及び当社が定める「社外役員の独立
性基準」に照らし、同氏と株主との間で利益相
反となるおそれはないと判断し、独立役員とし
て指定しております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 5 名

その他独立役員に関する事項



　当社では、独立役員の資格を充たす社外役員5名（社外取締役3名、社外監査役2名）全員を独立役員に指定しております。

　なお、当社の社外役員の独立性基準は、以下のとおりです。

【社外役員の独立性基準】

１．当社において社外取締役及び社外監査役（以下「社外役員」という。）が独立性を有する社外役員（以下「独立役員」という。）というためには、
当該社外役員が以下の（１）から（３）のいずれにも該当してはならないものとする。

（１）現在又は過去10年間において、当社又は当社の連結子会社（以下「当社グループ」という。）の業務執行者（社外監査役を独立役員として指
定する場合にあっては、業務執行者でない取締役を含む。）であった者（※１）

（２）現在又は過去3年間において、以下の①から⑧のいずれかに該当していた者

①当社グループを主要な取引先とする者又はその業務執行者（※２）

②当社グループの主要な取引先又はその業務執行者（※３）

③当社グループから役員報酬等以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家又は法律専門家（当該財産を得ている者
が法人、組合等の団体である場合は、当該団体に所属する者をいう。）（※４）

④当社グループの主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）（※５）

⑤当社の業務執行者が他の会社の社外役員に就任している場合における当該他の会社の業務執行者

⑥当社グループから多額の寄付を受けている者又は寄付を受けている団体の理事その他の業務執行者（※６）

⑦当社グループの会計監査人である監査法人の社員、パートナー又は従業員

⑧当社グループの主要な借入先又はその業務執行者（※７）

（３）上記（１）又は（２）に掲げる者（重要でない者を除く。）の配偶者又は二親等内の親族

２．当社において独立役員であるというためには、当社の一般株主全体との間で、上記１．の（１）から（３）で考慮されている事由以外の事情で恒
常的に実質的な利益相反が生じるおそれのない社外役員であることを要する。

３．上記１．の（１）から（３）のいずれかに該当する社外役員であっても、当該社外役員の人格、見識等に照らし、当社の独立役員としてふさわしい
と当社が考える社外役員については、当社は、当該社外役員が適用ある金融商品取引所が定める独立性基準を充足しており、かつ、当該社外
役員が当社の社外役員としてふさわしいと考える理由を対外的に説明することを条件に、当該社外役員を当社の独立役員とすることができるもの
とする。

（注）

※１．過去10年間のいずれかの時において当社グループの非業務執行取締役又は監査役であったことがある者にあっては、それらの役職への就
任の前10年間とする。「業務執行者」とは、会社法施行規則第2条第3項第6号に規定する者をいう。

※２．「当社グループを主要な取引先とする者」とは、直近事業年度においてその者の年間連結売上高（年間連結売上収益）の2％以上の支払い
を、当社グループから受けた者をいう。

※３．「当社グループの主要な取引先」とは、直近事業年度において当社の年間連結売上収益の2％以上の支払いを当社グループに行った者を
いう。

※４．「当社グループから役員報酬等以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家又は法律専門家」とは、直近事業年
度において役員報酬等以外にその者の年間連結売上高（年間連結売上収益）の2％若しくは1,000万円のいずれか高い方の額以上の金銭又は財
産を当社から得た者又は法律事務所、監査法人、税理士法人若しくはコンサルティング・ファームその他の専門的アドバイザリー・ファームであっ
て、直近事業年度においてそのファームの年間総売上高の2％以上の支払いを、当社グループから受けたファームの社員、パートナー、アソシエ
イト若しくは従業員である者をいう。

※５．「当社グループの主要株主」とは、総議決権の10％以上の議決権を直接又は間接的に保有する者又は保有する法人をいう。

※６．「多額の寄付」とは、直近事業年度における年間1,000万円以上又は当該団体の平均年間総費用の30％のいずれか高い方の額の寄付をい
う。

※７．「当社グループの主要な借入先」とは、当社の資金調達において必要不可欠であり、代替性がない程度に依存している金融機関その他の大
口債権者をいう。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入

該当項目に関する補足説明

　当社の取締役及びグループ執行役員並びに一部の当社子会社取締役（社外取締役を除く。以下「グループ対象役員」といいます。）を対象に、
当社の中長期的な業績の向上と企業価値増大に貢献する意識を高めることを目的として、2016年より、株式報酬制度「株式給付信託（BBT
（=Board Benefit Trust））」を導入しております。

　本制度は、当社が拠出する金銭を原資として、当社株式が信託を通じて取得され、グループ対象役員に対して、当社及び本制度の対象となる当
社子会社が定める役員株式給付規程に従い、役位及び業績達成度等に応じて、当社株式及び当社株式を退任日時点の時価で換算した金額相
当の金銭が給付される株式報酬制度になります。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】



（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

　当社には、連結報酬等（当社の役員としての報酬等及び主要な連結子会社の役員としての報酬等）の総額が1億円以上の役員はいないため、
個別報酬の開示は行っておりません。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

　当社は、客観的で透明性の高い報酬決定を行うため、取締役会の諮問機関として、取締役社長（グループ執行役員から社長を選定しているとき
は、取締役会長）及び独立社外取締役全員（3名）の合計4名で構成される報酬委員会を設置しており、各取締役の個別報酬額については、取締
役会の決議に基づき、同委員会で決定しております。報酬委員会では、毎年、世間水準や当社業績等を勘案しながら報酬方針及び報酬水準につ
き審議し、株主総会で決議された報酬限度額の範囲内で、職位別の標準報酬に前年度の職務遂行に応じた業績加減を行って算定し、各取締役
の個別報酬額を決定しております。

　また、取締役（社外取締役を除く）に対する株式報酬については、役員株式給付規程に従って、役位及び業績達成度等に応じて当社の株式が信
託を通じて給付される業績連動型の株式報酬制度「株式給付信託（BBT（=Board Benefit Trust））」を導入しており、対象取締役の退任時に給付を

受けるものとしております。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

　当社では、独立社外取締役、独立社外監査役の専従スタッフは配置しておりません。総務部に取締役会事務局を設置し、独立社外取締役に対
する取締役会の事前資料の配布や事前説明などのサポートを担当しております。また、独立社外監査役に対しては、監査役会事務局がサポート
を担当しております。なお、独立社外監査役に対する取締役会の事前資料の配布や事前説明については、取締役会事務局が行っております。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

村上　隆男 名誉顧問
対外活動

（経営非関与）
非常勤・報酬有 2012/3/30 1年

磯貝　興男 名誉顧問
－（※１）

（経営非関与）
非常勤・報酬無 2001/3/29 定めなし

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 2 名

その他の事項

①当社は2018年3月29日付で相談役制度を廃止しております。

②2018年3月29日以降、元代表取締役社長等が顧問等の役職に就任する場合には、指名委員会（※２）の諮問を経て取締役会で決議することと
しております。また、その報酬については報酬委員会（※２）で決定することとしております。

（注）

※１．上記②によらず、業務、勤務及び報酬等の実態を伴わない「名誉顧問」の表記使用のみを行っております。

※２．当社は、監査役会設置会社ですが、取締役の人事・処遇に係る運営の透明性を高め、経営機構の健全性を維持する目的から、取締役会の
諮問機関として、指名委員会と報酬委員会を設置しております。両委員会のメンバーは、取締役社長及び独立社外取締役全員（3名）の計4名（指
名委員会における監査役候補者の推薦に際しては、常勤監査役をメンバーに加える。）で構成し、委員長は独立社外取締役より選出することとし
ております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

（１）業務執行に係るコーポレート・ガバナンス体制の概要

　当社は、法令又は定款で定められた事項のほか、業務執行に関する重要事項等については、「取締役会規程」の定めにより、取締役会にて決
議をしております。

　その他の業務執行については、決裁権限表に基づき、経営陣に委任する範囲を明確化しており、経営陣は、経営会議・グループ経営戦略会議
等の諮問機関を通じて、その決裁権限の範囲内において、機動的な意思決定を行っております。

　なお、グループの主要な事業会社代表取締役社長を兼務するグループ執行役員は、当社社長に対し、担当部門の経営目標をコミットし、グルー
プ経営目標に対する責任を明確化した上で、毎月、担当部門の営業状況の報告を行っております。

（２）監督・監査に係るコーポレート・ガバナンス体制の概要

（監督機能）



　当社は、持株会社体制の下で、経営の透明性向上と経営目標の達成に向けた経営監視機能の強化を図るため、（a）グループ全体の業務執行
の統括やグループの経営戦略・財務戦略・研究戦略・人事戦略等を担当する社内取締役6名、及び（b）独立した客観的視点と豊富な経験・実績・
見識等に基づき、当社経営を監督する独立社外取締役3名からなる合計9名の取締役で取締役会を構成しております。

　取締役会は、法定事項及び取締役会規程に定める重要な業務執行事項について意思決定するとともに、グループ全体の業務執行を統括する
社長、各主要事業部門の業務執行の統括等を行うグループ執行役員、その他重要な使用人を選任し、その業務執行状況を監督しております。ま
た、独立社外取締役の3名は、取締役として当社の業務執行を行う経営陣に対し客観的かつ中立的な立場から、取締役会における議案の審議等
につき有益な助言や適切な監督を行っております。

　なお、独立社外取締役3名との間で、会社法第427条第1項の規定により、責任限定契約を締結しております。賠償責任限度額は、法令が規定す
る限度額としております。

（監査機能）

　当社は、取締役会から独立し、かつ各監査役が独立した立場（独任制）で取締役の職務の執行を監査する監査役会設置会社を採用しておりま
す。監査役は4名で、うち2名が独立社外監査役であり、監査役の職務を補助すべき使用人として、監査役会事務局に監査役スタッフを3名配置し
ております。

　監査役監査は、当社監査役監査基準に基づき、監査役会にて監査方針と分担を定め、監査役が、取締役会をはじめ、経営会議、グループ経営
戦略会議などの重要会議への出席、決裁済稟議書の閲覧、各事業会社やその他子会社等の監査を実施しており、取締役の職務執行状況を十
分に監査できる体制となっております。また、独立社外監査役の2名は、監査役として客観的かつ中立的な立場から、当社の取締役の職務の執行
を監査しております。

　なお、監査役全員との間で、会社法第427条第1項の規定により、責任限定契約を締結しております。賠償責任限度額は、法令が規定する限度
額としております。

　内部監査については、当社の監査部（13名）が、各事業会社、子会社等、グループ全体を対象とした内部監査を実施しております。

　会計監査については、EY新日本有限責任監査法人に所属する公認会計士の松浦康雄氏、佐藤重義氏の2名が、会計監査業務を執行しており
ます。それぞれの監査年数は、松浦康雄氏が3年、佐藤重義氏が4年であります。また、当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士20名、
その他17名であります。

（３）指名・報酬決定等に係るコーポレート・ガバナンス体制の概要

　当社は、取締役の人事・処遇に係る運営の透明性を高め、経営機構の健全性を維持する目的から、取締役会の諮問機関として、指名委員会と
報酬委員会を設置しております。

　各委員会の詳細については、本報告書の「Ⅱ．1．【取締役関係】指名委員会又は報酬委員会に相当する任意の委員会の有無」及び前記「コー
ポレートガバナンスに関する基本方針」の「13（5）①報酬委員会」並びに「13（5）②指名委員会」に記載しておりますので、ご参照ください。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社は、グループガバナンスの強化充実を経営上の重要な課題の一つとして位置付け、上記2．に記載のとおり、持株会社体制の下で、グルー
プ内における監督機能、業務執行機能及び監査機能を明確化し、経営における透明性の向上と経営目標の達成に向けた経営監視機能の強化に
努めております。

　また、取締役9名のうち、3名を独立社外取締役として選任しており、独立社外取締役は、その豊富な経験・実績・見識によって、業務執行を行う
経営陣に対して客観的かつ中立的立場から有益な助言・監督を十分に行っております。

　以上のとおり、当社は、現状のコーポレート・ガバナンス体制が有効に機能していると判断していることから、現行体制を選択・維持しております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
2019年3月28日開催の第95回定時株主総会に際しては、開催日の23日前の3月5日に発
送しております。

電磁的方法による議決権の行使
インターネットによる議決権行使を採用（当社が指定する証券代行機関の議決権行使サ
イトを利用）しております。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

株式会社ICJが運営する議決権行使プラットフォームに参加しております。

招集通知（要約）の英文での提供
招集通知の英訳版（抄訳）を作成し、当社ホームページの英文ページに掲載しておりま
す。

その他 当社ホームページに、招集通知（含む参考書類）及び添付書類を掲載しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表 当社ホームページに掲載しております。

個人投資家向けに定期的説明会を開催
IR担当役員・IR担当者を説明者として、証券会社主催の説明会を中心に、年間
に数回程度の説明会を実施しております。

なし

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

第2四半期決算（7月又は8月発表）、並びに期末決算（2月発表）後に、アナリス
ト・機関投資家向けの決算説明会を開催しております。

また、説明会に出席できない投資家向けに当社ホームページにて説明内容の
音声配信を行っております。

第1四半期と第3四半期にはIR担当役員による電話会議を開催しております。

あり

海外投資家向けに定期的説明会を開催
年1～2回、海外投資家向けに個別訪問・テレフォンカンファレンス（証券会社や
IRコンサルティング会社等を通じて希望者を選定）等を実施しております。

あり

IR資料のホームページ掲載
IRサイトの内容充実に努めており、「決算短信」「決算説明会資料」「統合報告
書」「有価証券報告書及び四半期報告書」「適時開示資料」「株主総会招集ご
通知」などを掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 財務部にIR室を設置しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

「ステークホルダーの信頼を高める誠実な企業活動を実践し、持続的な企業価値の向上を
目指す」ことを経営の基本方針として定め、持続的な成長と収益によってグループ全体の
企業価値を向上させ、将来にわたってステークホルダーに貢献していくことを目指しており
ます。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

ステークホルダーとの4つの約束に基づくCSR重点課題について個々に中長期目標を策定
し、SDGs目標と関連付けて環境保全活動や社会貢献活動等に取り組んでおります。その
活動内容は冊子「サッポログループコミュニケーションブック」や当社ホームページに掲載し
ております。



ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

サッポログループ企業行動憲章において、「企業情報の適切な開示と管理」の項目を設
け、社会が必要とする情報の適時・適切な開示や、株主・投資家に対するIR活動を充実す
る旨を定めております。また、内部情報の取扱いに際して、インサイダー取引等防止規程
に基づく適正な管理を行っております。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

　当社取締役会は、会社法第362条第4項第6号並びに会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める「株式会社の業務並びに当該株式会社
及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要な体制の整備」に関する「内部統制システム構築の基本方針」を以下のと
おり定め、また、「反社会的勢力排除に向けた体制に係る基本方針」、並びに「財務報告の信頼性を確保するための体制に係る基本方針」を定め
ております。また、各事業会社においても、各社の取締役会において必要な決議を行っております。

　なお、当社取締役会において決定した基本方針の徹底を図るとともに、グループ全体で継続的に体制の整備・強化を図っていくために、グルー
プの内部統制システム構築を具体的に定めた「サッポログループ内部統制システム構築ガイドライン」を策定のうえ、責任者として担当役員を任命
し、具体的な取り組みを進めております。

「内部統制システム構築の基本方針」

（１）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

１）取締役会は、法令、定款及び取締役会規程の定めるところにより、法定事項並びに経営方針その他業務執行上の重要事項を決定あるいは承
認し、相互に取締役の職務の執行を監督することで、法令、定款に反する行為を未然に防止する。

２）当社グループのすべての役員・従業員に確かな倫理観にもとづく行動を促す規範として「サッポログループ企業行動憲章」を定め、当社法務部
を事務局として、子会社と連携して当社グループ全体のコンプライアンス体制を構築する。又、不正行為の防止、早期発見を目的とする企業倫理
ホットラインを設置する。

３）代表取締役の指示を受け、業務執行ラインから独立した内部監査組織である監査部が、当社並びに子会社の業務全般を対象に法令、定款、
社内規程の遵守状況について監査を行う。

（２）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

１）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理のため、次の文書（電磁的記録を含む）を関係法令並びに関連する社内規程に従って適切に
保存及び管理し、必要に応じて閲覧可能な状態を維持する。

　a．株主総会議事録、取締役会議事録及び関係資料

　b．経営会議議事録、グループ経営戦略会議議事録及び関係資料

　c．稟議書及び付属書類、その他取締役の職務の執行に関する重要な文書

２）その他の重要書類の保存及び管理については、所管部門において、関係法令等に則って保存及び管理方法等を規程に定める。

（３）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

１）業務執行上の重要な意思決定ないし事業遂行等に内在するリスクは、経営会議において管理することとし、同会議における審議、報告事項等
に対して、経営戦略・経理・法務等の管理部門がそれぞれ想定されるリスクを分析し、同会議に必要な報告を行う。

２）緊急事態の発生、あるいは緊急事態につながるおそれのある事実が判明した際の危機管理対応は、グループリスクマネジメント委員会が子会
社の危機管理組織等と連携して情報開示も含む対応策を協議し、迅速かつ適正な対応を行う。

（４）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

１）取締役会は、代表取締役、社長及び役付役員を選定するほか、当社グループの主要事業部門の統括、あるいは当社グループ全体に係る重要
な経営課題の担当等を委任するグループ執行役員を選任し、それぞれに担当する業務を執行させる。

２）社長は、当社グループの業務執行全般を統括する。社長の諮問機関として、経営会議及びグループ経営戦略会議を設置し、各事業部門の執
行状況を把握するとともに、重要事項につき協議し、機動的な意思決定を行う。

３）社長は、当社グループ全体の経営計画を策定して取締役会の承認を得るものとし、これら計画に対する当社グループ全体の業務執行状況の
報告は、取締役会に対して四半期毎に行う。

４）主要事業部門を統括するグループ執行役員は、社長に対して担当する部門の経営目標をコミットし、毎月、担当する事業部門の経営状況の報
告を行う。又、四半期毎に取締役会に出席して担当部門の業務報告を行う。

５）業務執行における責任体制を確立し、業務を円滑かつ効率的に行わせるため、職制、組織、業務分掌、権限等に関する基準を処務規程に定
め、付則として業務分掌は業務分掌規程に、権限については決裁権限表に、それぞれ基準を定める。

（５）会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

１）子会社の取締役や使用人から定期的に職務の執行に係る事項の報告を受ける体制を確保する。

２）取締役会は、当社グループ全体における業務の適正を確保するための体制として、内部統制システム構築の基本方針第1項、第3項、第4項の
各方針を定めるものとし、子会社に対して、これらの基本方針に則ってそれぞれの取締役会等において必要な体制を整備させるものとする。

３）子会社に対する管理担当部署は総務部とし、「サッポログループ企業管理運営規程」に基づいて子会社の業務執行管理を行うこととし、又、当
社グループ全体に係る重要な事項については、取締役会、経営会議及び付随する各種委員会において協議する。

（６）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項及び同使用人の取締役からの独立性に関
する事項

１）監査役が職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合には、監査役スタッフを置く。

２）監査役スタッフを置く場合には、当該スタッフの人事、評価に関しては監査役の意見を尊重する等、当該スタッフの取締役からの独立性を確保
するとともに、監査役の当該スタッフに対する指示の実効性を確保する。

（７）取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制

１）監査役は、取締役や使用人から次の事項につき報告を受けるものとする。

　a．定期的に報告を受ける事項

　　・経営、事業及び財務の状況、リスク管理及びコンプライアンスの状況

　b．臨時に報告を受ける事項

　　・会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項、その他経営に係る重要な発生事実

　　・取締役の職務遂行に関して不正行為、法令、定款に違反する重大な事実

２）上記報告を受けるため、その他監査役が取締役の職務遂行状況を把握するため、取締役会への監査役の出席、経営会議・グループ経営戦略
会議への常勤監査役の出席、稟議書等の業務執行に係る重要な書類の閲覧、その他取締役及び使用人が監査役に報告を行う体制を確保す
る。

３）子会社の取締役、監査役、使用人、又はこれらの者から報告を受けた者が監査役に報告する体制を確保する。

４）監査役に報告を行った者が不利な取扱いを受けない体制を確保する。



（８）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

１）取締役は、取締役及び使用人の監査役監査に対する理解を深め、監査役監査の環境を整備するよう努める。

２）代表取締役との定期的な会合の開催、監査部からの報告の聴取、会計監査人との定期的な意見交換等、監査役が必要な情報収集を行える
体制を確保する。

３）監査役の職務の執行について生じる費用又は債務につき、これを会社が負担するにあたっての方針を定める。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

（１）当社グループは、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力・団体とは、一切の関係を遮断することを行動規範とし、徹底する。

（２）本基本方針のもと、反社会的勢力・団体に関する対応統括部署を定め、不当要求防止責任者を設置するとともに、グループ内における情報
の収集・管理を行い、又、警察、暴力団追放団体、弁護士等の外部専門機関との連携を図りながら、反社会的勢力・団体を排除する体制の整備・
強化を図る。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 あり

該当項目に関する補足説明

　当社は、会社法施行規則に定める「株式会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針」について、2017年2月13
日開催の取締役会において決議しており、その内容の概要は次のとおりであります。なお、本基本方針については、2017年3月30日開催の第93回
定時株主総会において株主の皆様の承認を得て同日より発効しております。

１．会社の支配に関する基本方針の内容

　当社は、持株会社として、国内酒類事業、国際事業、食品・飲料事業、外食事業及び不動産事業を主体とする当社グループの事業の全体にわ
たる経営を統括しており、その経営に当たっては、幅広いノウハウと豊富な経験、並びに国内外の顧客・従業員及び取引先等のステークホルダー
との間に築かれた関係等への理解が不可欠です。従って、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者に、これらに関する十分な理解がなく
ては、株主の皆様が将来実現することのできる株主価値を毀損してしまう可能性があり、明らかに当社株主の共同の利益を著しく損なうと判断さ
れる当社株券等の大規模な買付行為（以下「大規模買付行為」といい、かかる買付行為を行う者を以下「大規模買付者」といいます。）に対して当
社取締役会が適切と考える措置を取ることも、当社株主の共同の利益を守るために必要であると考えます。

２．当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の会社の支配に関する基本方針の実現に資する特別な取り組み

　当社は、2016年11月に、2017年からグループ創業150周年に当たる2026年までの10年間に進むべき方向性を定めた「サッポログループ長期経
営ビジョン『SPEED150』」を策定し、発表しました。「SPEED150」では、グループ成長の源泉を、創業以来140年の歴史の中で培われた「ブランド資
産」であると改めて認識した上で、グループのコア事業を『酒』『食』『飲』の３分野と位置づけます。既存事業の成長に加え、「『食』領域の拡大」と
「グローバル展開の推進」を戦略テーマに掲げながら、不動産とともにグループ保有のブランドを育成・強化していきます。さらに、企業活動を通じ
てあらゆるステークホルダーとのコミュニケーションを深め、存在感を高めながら満足度向上を目指していきます。

　また、当社は、純粋持株会社体制に移行する以前の1999年3月から執行役員制を導入し、2002年3月からは取締役任期を1年に短縮するなど、
積極的にコーポレートガバナンス体制の強化に取り組んでまいりました。2003年7月に純粋持株会社体制に移行して以降は、グループガバナンス
の強化充実に取り組むとともに、社外取締役も段階的に増員を図っています。

　また、当社は、監査役会設置会社ですが、1998年11月には「指名委員会」及び「報酬委員会」を任意で設置し、取締役の人事・処遇に係る運営
の透明性を高め、経営機構の健全性の維持、向上に取り組んでいます。加えて、2015年12月には「社外取締役委員会」を設置し、当社及び当社
グループの経営戦略、並びにコーポレートガバナンスに関する事項等について、独立社外取締役の情報交換、認識共有の強化を図っています。

　今後も、当社では、「コーポレートガバナンスに関する基本方針」に基づき、持続的な成長と中長期的な企業価値向上の実現に向け、ガバナンス
の強化充実に取り組んでいく所存です。

３．会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取り組み

　当社は、１．で述べた会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止
するため、大規模買付行為が行われる場合、大規模買付者には一定の合理的なルール（以下「大規模買付ルール」といいます。）に従っていただ
くこととし、これを遵守した場合及び遵守しなかった場合につき一定の対応方針を定め、これらを取りまとめて当社株券等の大規模買付行為への
対応方針（以下「本対応方針」といいます。）として定めています。

　当社の定める大規模買付ルールは、当社株主の皆様が大規模買付行為に応じるか否かを判断するために必要な情報や、当社取締役会の意
見を提供し、さらには当社株主の皆様が代替案の提示を受ける機会の提供を保証することを目的として、大規模買付者に対して、大規模買付行
為に関する必要かつ十分な情報を当社取締役会に事前に提供することを求めており、大規模買付行為は、その後に設定される当社取締役会の
ための一定の評価期間が経過した後にのみ開始されるものとしています。大規模買付者がかかる大規模買付ルールを遵守した場合、当社取締
役会は、当該大規模買付行為が明らかに当社株主の共同の利益を著しく損なうと判断される場合を除き、大規模買付行為に対する対抗措置は
取りません。他方、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しなかった場合には、当社取締役会は、当社株主の共同の利益を守ることを目的と
して、会社法その他の法律及び当社定款が認める対抗措置を取り、大規模買付行為に対抗することがあります。

　本対応方針の詳細につきましては、当社ホームページ（注）に記載していますので、そちらをご覧ください。

　本対応方針は、2017年3月30日に開催された当社第93回定時株主総会において株主の皆様の承認を得た上で発効しており、有効期間は2020
年3月31日までに開催される当社第96回定時株主総会の終結の時までとなっています。（注）ホームページアドレス

http://www.sapporoholdings.jp/news_release/0000020342/pdf/20170213Notice4.pdf

４．本対応方針が会社の支配に関する基本方針に沿うものであり、当社株主の共同の利益を損なうものではないこと、当社役員の地位の維持を
目的とするものではないこと及びその理由

（１）本対応方針が会社の支配に関する基本方針に沿うものであること

　本対応方針は、大規模買付ルールを遵守しない大規模買付者に対して当社取締役会が対抗措置を講じることがあることを明記しています。ま
た、本対応方針は、大規模買付ルールが遵守されている場合であっても、大規模買付行為が明らかに当社株主の共同の利益を著しく損なうもの
と当社取締役会が判断した場合には、かかる大規模買付者に対して当社取締役会は当社株主の共同の利益を守るために適切と考える対抗措置
を講じることがあることを明記しています。このように、本対応方針は、会社の支配に関する基本方針に沿って設計されたものといえます。

（２）本対応方針が当社株主の共同の利益を損なうものではないこと

　１．で述べたとおり、会社の支配に関する基本方針は、当社株主の共同の利益を尊重することを前提としています。また、本対応方針は、かかる
会社の支配に関する基本方針の考え方に沿って設計され、当社株主の皆様が大規模買付行為に応じるか否かを判断するために必要な情報や、
当社取締役会の意見を提供し、さらには当社株主の皆様が代替案の提示を受ける機会の提供を保証することを目的としており、本対応方針に
よって、株主の皆様は適切な投資判断を行うことができます。このように、本対応方針は、当社株主の共同の利益を損なうものではなく、むしろそ
の利益に資するものであると考えます。

（３）本対応方針が当社役員の地位の維持を目的とするものではないこと

　本対応方針は、当社取締役会が対抗措置を発動する場合を事前かつ詳細に開示しており、当社取締役会による対抗措置の発動はかかる本対
応方針の規定に従って行われます。当社取締役会は単独で本対応方針の発効・継続を行うことはできず、当社株主の皆様の承認を要します。

　また、大規模買付ルール上、当社取締役会は、大規模買付行為に関して評価・検討を行い、取締役会としての意見を取りまとめるなどの際に
は、必要に応じて外部専門家等の助言を得るとともに、当社の業務執行を行う経営陣から独立している委員で構成される独立委員会へ諮問し、
同委員会の勧告を最大限尊重するものとされており、本対応方針には、当社取締役会による適正な運用を担保するための手続きも盛り込まれて



います。

　以上から、本対応方針が当社役員の地位の維持を目的とするものでないことは明らかと考えます。

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

（適時開示体制の概要）

１．適時開示に係る当社の基本姿勢

　当社では、「ステークホルダーの信頼を高める誠実な企業活動を実践し、持続的な企業価値の向上を目指す」ことを経営の基本方針として定め
て企業運営を行っており、当社を取り巻くステークホルダーを含め、社会が必要とする情報の適時・適切な開示は、企業としての極めて重要な責
務であると認識し、適時開示に取り組んでおります。

　また、当社及びグループ各社・従業員に対しては、「サッポログループ企業行動憲章」において、「企業情報の適切な開示と管理」に関し次のとお
り定めており、本憲章を遵守した行動の徹底を図っております。

〈企業情報の適切な開示と管理：「サッポログループ企業行動憲章」より〉

　・会社の財務情報や事業活動等の経営情報を適時・適切に開示するとともに、インベスター・リレーションズ（IR）活動を重視し、株主、投資家の
サッポログループへの理解を深める取り組みを進めます。

　・内部情報の取り扱いに際して、グループのインサイダー取引防止規則に基づく適正な管理を行います。

２．適時開示に係る当社の社内体制等の状況

　当社では、総務部長が情報取扱責任者となり、適時開示等の情報開示の実務については、総務部が担当部署となり、以下の体制により対応し
ております。

（１）情報収集、適時開示判定

　・当社各部門及びグループ各社からの情報収集は、経理部（1．決算情報）、総務部（2．決定事実、3-1．リスク案件を除く発生事実、3-2．リスク案
件）が分担して行います。

　・このうち、1．決算情報、2．決定事実、3-1．リスク案件を除く発生事実に関しては、窓口である総務部を経て、適時開示検討会議（事務局：総務
部）において情報の内容を分析し、適時開示規則等に照らして、開示の要否、開示の内容・方法等の事前検討を行います。

　・また、発生事実のうち、3-2．リスク案件に関しては、グループリスクマネジメント委員会（事務局：総務部）において、当該リスク情報を分析し、適
時開示の要否等を検討のうえ、必要と認められる場合は、適時開示検討会議に付議します。

（２）外部公表

　・1．決算情報、2．決定事実並びに3-1及び2．リスク案件を含む発生事実に関しては、（１）のとおり適時開示検討会議での事前検討を経たうえ
で、経営会議又はグループ経営戦略会議（議長：社長、事務局：総務部長）において審議又は報告を行い、当該案件の意思決定・承認と併せ、適
時開示の内容・方法等を決定します。

　・このうち、1．決算情報並びに3-1及び2．リスク案件を含む発生事実については、経営会議又はグループ経営戦略会議に報告した後、速やかに
開示します。また、2．決定事実については、経営会議における意思決定（重要案件は取締役会決議）の後、速やかに開示します。


